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要旨： 超高強度コンクリートを用いた建築構造部材は高温を受ける場合，コンクリート内部の緻密な組織構

造によって爆裂の発生や強度が低下するなどコンクリートの耐力が低下する。このため，建築構造部材の火

災安全性を確保するためには残存耐力を確認する必要がある。本実験では，200MPa 級超高強度コンクリート

を用いた鉄筋コンクリート（RC）柱に対して ISO-834 標準加熱曲線による 3 時間の加熱試験を行った。この

結果，3 時間加熱によって爆裂が発生し，26%の断面損失が生じたが，設計耐力の 52%の耐力が残っているこ

とが確認できた。また，高温材料特性を考慮し耐力を計算した結果，実際残存耐力の 70%程度で予測できた。 

キーワード： 超高強度コンクリート，耐火性能，爆裂性状，残存耐力，熱伝達解析，ISO-834 標準加熱曲線 

 

1. はじめに 

超高強度コンクリートは高い圧縮強度と剛性によっ

て建築構造部材の断面を縮めることができ，超高層と長

大型構造物に適用されている 1-3)。 

超高強度コンクリートの圧縮強度発現のためには低

い水結合材比，高い単位結合材量，高性能減水剤などの

調合設計が要求される。このような超高強度コンクリー

トの調合要因によってコンクリートの内部組織構造は

非常に緻密になって，火災などの高温条件下でコンクリ

ートの爆裂発生や圧縮強度の低下が生じる原因になる

こともある。 

従って，超高強度コンクリートを用いた建築構造部材

の構造的安全性を確保するためには耐火性能の評価と

火災環境下での残存耐力を確かめる必要がある。 

一方，コンクリートを用いた建築構造部材の火災安全

性を確保するためにコンクリートの爆裂特性，高温強度

の低下，部材の耐火性能などの様々な研究が成されてき

た 4-9）。 

しかしながら，今までの研究ではコンクリートの圧縮

強度が 100MPa 以下のコンクリートを対象とし評価した

ものが多く,100MPa 以上の超高強度コンクリートを用し

た建築構造部材に関する研究報告は稀の状況である 10,11)。 

そこで本研究では 200MPa 級超高強度コンクリートを

用いた RC 柱の耐火性能と残存耐力を評価した後，残存

耐力予測の有効性を既存研究 12)と比較し検討を行った。 

 

2. 繊維混入による超高強度コンクリートの爆裂特性 

2.1 爆裂特性評価の概要 

超高強度コンクリートを用いた RC 柱の耐火性能評価

に先立って，表－１の実験計画のように有機繊維の混入
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表－1 実験計画 

fck 

(MPa) 

有 機 繊 維＊ 

加 熱 方 法 評 価 項 目 
種類 

混入率 

(vol%) 

100 

150 

200 

NY 

PP 

NY+PP 

0.00 

0.15 

0.25 

ISO-834 

標準加熱曲線 

(50 分間加熱) 

▪爆裂性状 

▪質量減少率 

＊NY: ナイロン繊維 ，PP: ポリプロピレン繊維,  

表－2 使用材料の物理的性質 

材 料 物 理 的 性 質 

セメント(C) 
普通ポルトランドセメント 

密度：3.15g/cm3,比表面積：3,200cm2/g 

高炉スラグ(BFS) 密度：2.97g/cm3,比表面積：6,000cm2/g 

シリカフューム(SF) 密度：2.57g/cm3,比表面積 : 200,000cm2/g 

フライアッシュ(FA) 密度：2.20g/cm3,比表面積 : 3,000cm2/g 

無水石膏(Gy) 密度：2.90g/cm3,比表面積 : 3,550cm2/g 

粗骨材(S) 
花崗岩砕石 

最大寸法：13mm,密度:2.7g/cm3,吸水率：0.9% 

細骨材(G) 海砂, 密度：2.65g/cm3, 吸水率：1.0% 

混和剤 高性能減水剤(ポリカルボン酸系) 

ナイロン繊維 長さ:12mm,直径:12㎛,密度：0.91 g/cm3 

ポリプロピレン繊維 長さ:12mm,直径:12㎛,密度：0.91 g/cm3 

表－3 コンクリートの調合 

fck 

(MPa) 

fcu 

(MPa) 

W/B 

(％) 

Slump 

Flow 

(mm) 

Air 

(%) 

S/a 

(%) 

単 位 重 量 (kg/m3) 

W C BFS FA SF Gy S G 

100 101 20.0 
750 
± 

100 

2 
± 
1 

43 150 525 0 150  75  0  644  870 

150 149 14.5 35 150 652 207 0 124  52  448  848 

200 205 12.5 35 150 660 240 0 240  60  389  736 

fck：設計基準強度， fcu：実強度 
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による超高強度コンクリートの爆裂特性を評価した。 

圧縮強度は 100，150 及び 200MPa の 3 水準，有機繊維

種類は NY（ナイロン繊維）, PP（ポリプロピレン繊維）,

 NY+PP（ナイロン繊維+ポリプロピレン繊維）の3水準，

繊維混入率は 0.00，0.15 及び 0.25vol%混入の 3 水準で 2

7 水準 のパラメターを設定した。NY+PP は二つの繊維

を同じ割合で用いた。また，本実験で用いた材料の物理

的性状と超高強度コンクリートの調合を表－2 と表－3

に示す。 

試験体は圧縮強度，繊維種類及び混入率条件のを 100

×100×200mmの角形試験体で圧縮強度,27本を作製し,

  ISO-834 標準加熱曲線を用いて 50 分間加熱実験を行

った後，爆裂性状と質量減少率を測定した。 

2.2 超高強度コンクリートの爆裂性状及び質量減少率 

図－1 に繊維混入による超高強度コンクリートの爆裂

性状と質量減少率を示す。繊維を混入しない超高強度コ

ンクリート試験体は激しい爆裂によって破れ，質量減少

率が測定できなかった。 

有機繊維が混入された圧縮強度 100，150MPa の超高強

度コンクリート試験体は繊維混入条件に関わらず，繊維

混入率 0.15vol％以上で爆裂が生じなかったが，コンクリ

ート内部の水分蒸発により約 6％程度の質量減少量があ

った。 

しかし，圧縮強度 200MPa 超高強度コンクリート試験

体は PP 繊維 0.15vol％，NY 繊維 0.15vol％の混入率で試

験体の表面に爆裂が生じ，各々25％と 16％の質量減少率

を示したが，有機繊維を 0.25vol％混入した場合では全て

の試験体で爆裂が生じなかった。 

一方，一つの繊維を混入した場合より二つの繊維を 

混合使用したコンクリートの方が爆裂防止に効果的で

あるといる既往の報告 13)のように，本研究でも PP と NY

繊維をそれぞれ 0.15vol％を混合使用した場合，爆裂防止

効率が高いことが確認できた。 

 

3. RC 柱の耐火性能及び残存耐力評価 

3.1 RC 柱の耐火性能評価の概要 

1) RC 柱の作製 

RC 柱の作製詳細図を図－2 に示す。RC 柱は断面 500

×500mm，高さ 3600mm で作製した。主筋（直径 29mm，

引張強度 500MPa）は 15 個を配筋し，帯筋（直径 13mm，

引張強度 500MPa）は軸方向に 100mm ごとに配筋した。 

コンクリートは 2 章で用いた調合のうち，200MPa と

同一なコンクリートを用いた。実験時にのコンクリート

圧縮強度は 207 MPa であり，NY 繊維 0.15％，PP 繊維 0.

25％を混入した。RC 柱の設計耐力は 48,000kN とした。

また，加熱実験中に RC 柱の内部温度の上昇量を評価す

るため，4 つの熱電対を柱の高さの中心に，3 つの熱電対

を主筋に設けて耐火性能を評価した。 

2) RC 柱の耐火性能評価方法 

載荷加熱装置は 30,000kN 級載荷装置に加熱炉を設け

たものを用いた。RC 柱は加熱実験前に設計耐力の 25％

（12,000kN）を載荷した状態で 1 日間据え置き，図－3の

ように ISO-834 標準加熱曲線を用いて，3 時間加熱を行

った。 

 

図－1 繊維混入率による 

超高強度コンクリートの爆裂性状と質量減少率 
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図－2 鉄筋コンクリート柱の作製詳細図 
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図－3 鉄筋コンクリート柱の加熱方法 
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また, 加熱実験終了後に 24 時間自然冷却して高温加

熱を受けた柱の爆裂性状を確認した後，荷重載荷による

残存耐力を評価した。RC 柱の耐火性能は表－4のような

基準に準じて評価した。  

3.2 RC 柱の耐火実験結果及び考察 

1) 内部温度上昇と爆裂特性 

図－4 に ISO-834 標準加熱曲線による RC 柱の内部温

度上昇を示す。表面部の加熱によって熱が柱の内部に伝

導され，柱の中心に近いほど，温度が低いことを確認で

きる。特に，加熱時間 30分にかぶりコンクリートの爆裂

が生じて⑤熱電対温度が急に高くなる傾向が見られた。 

主筋に設けた熱電対の温度を基準とし，許容温度制限

による耐火性能を評価した結果，3 時間の加熱時間で IS

O，KS，ASTM から提示されている最大許容温度 649℃

（1200⁰F），平均許容温度 538℃（1000⁰F）を超えない 3

時間の耐火性能を持っていることが確認できた。一方，

JIS の許容温度基準（500℃）による耐火性能は 2.3 時間

 

  

  

a) 加熱前(爆裂無) b) 加熱実験終了後 

図－5 鉄筋コンクリート柱の爆裂性状 

 

鉄筋コンクリート柱の断面

フレーム
メッシュ

爆裂深さ

※ 爆裂深さ測定方法

 

図－4 加熱時間と鉄筋コンクリート柱の内部温度の関係 
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表－4 柱の耐火性能に関する評価基準 14-17) 

試験項目 規格 耐火性能に関する評価基準 

鉄筋温度 

ISO 

ASTM 

KS 

最高 649˚C (1200˚F) 

平均 538˚C (1000˚F) 

JIS 最高 500˚C 以下 

軸方向 

変形 

ISO 

KS 

最大方向収縮量 h/100 
最大方向収縮率 3h/1000 

ASTM 

BS 
加熱中の試験荷重を支持していること 
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と評価された。 

加熱実験後の RC 柱の試験体状況を図-5 に示す。供試

体を用いた爆裂特性試験（2 節 ）では有機繊維の混入に

よってコンクリートの爆裂が抑制されるが，RC 柱の実

験では爆裂が発生した。 

一方，図－5 のように RC 柱の表面から剥離された深

さを測定し，爆裂発生後の断面を算定した。最大爆裂深

さは RC 柱の角部に 98mm，平均爆裂深さは 36.85mmで，

RC 柱の断面が約26％程度小さくなることが確認できた。 

2) 軸方向変位 

図－6 に加熱実験中に荷重載荷による RC 柱の軸方向

変位を示す。これは加熱実験前の荷重による軸方向変位

5.22mm を除く，加熱実験間の変位を測定した結果であ

る。RC 柱は加熱時間 1.2 時間まで膨張したが，その後で

は収縮する傾向が見られ，加熱時間 2 時間後では初期値

の以下に収縮する結果が現れた。 

3 時間の加熱時間で RC 柱の最大収縮量は 6.55mm で，

KS と ISO から提示されている許容軸方向収縮量の算定

法によって求めた 36mm より非常に小さい収縮量を確認

した。また，加熱実験中に載荷した荷重を堪えることか

ら ASTM と BS の荷重支持能力も満たすことが確認でき

た。 

従って，本研究で検討した 200MPa 級超高強度コンク

リートの RC 柱は許容軸方向収縮量基準による 3 時間の

耐火性能を満たすことが確認できた。 

3) 3 時間の加熱を受ける RC 柱の残存耐力 

加熱実験後，24 時間自然冷却し，RC 柱の残存耐力を

評価した結果を図－7 に示す。加熱前の RC 柱の最大耐

力（設計耐力：48,000 kN）は試験装置の容量（30,000 kN）

の限界があり，測定できなかった。従って，加熱実験前

の荷重－変位曲線は事前載荷によるものである。 

荷重－変位曲線の傾きから高温を受けた RC 柱の剛性

が低下し，3 時間の加熱を受けた RC 柱は 25,000kN（設

計耐力の 52％）の残存耐力を持っていることが確認でき

た。 

3.3 加熱時間による RC 柱の残存耐力の計算 

火災加熱を受けた RC 柱の残存耐力の計算は Dotreppe

の研究で提示している式（1）を用いた 12）。 

 

ここで，𝛽1 (t)と𝛽2 (t)は各々のコンクリート部の強度減

少係数と鉄筋の強度減少係数であり，これらは熱伝導解

析から得られた温度と材料の強度減少係数を用いた式

（2）により求めたものである。 

 

また，Dotreppe は加熱時間による計算結果から非線形

回帰分析を行い，コンクリートの面積を定数とした式（3）

と鉄筋のかぶり厚さを定数とした式（4）を提案した。

 

 

図－6 鉄筋コンクリート柱の軸方向変位 
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図－7 鉄筋コンクリート柱の荷重－変位曲線 
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𝑁𝑟 = 𝛽1(𝑡)𝐴𝑐𝑓𝑐 + 𝛽2(𝑡)𝐴𝑠𝑓𝑦 式(1) 

ここて，   Nr : 鉄筋コンクリート柱の残存耐力(kN)  

 As : 鉄筋の面積(mm2)  

 fc : コンクリートの圧縮強度(MPa)  

 fy : 鉄筋の降伏強度(MPa)  

 

𝛽 (t) =
∑ 𝐴𝑖𝑓𝑖(𝑡)𝑖

𝐴𝑓
 式(2) 

ここで，   𝐴𝑖 コンクリート，鉄筋の微小面積  

 𝑓𝑖(𝑡) 温度 t ˚C でコンクリート，鉄筋の強度  

 A コンクリート，鉄筋の面積  

 f 常温でコンクリート，鉄筋の強度  

 

𝛽1(𝑡) =
1

√1 + (0.3𝐴𝑐 ∗ 𝑡)𝐴𝑐
−0.25

 
式(3) 

ここで，   β1(t ) : コンクリート部の強度減少係数  

 t : 加熱時間(時)  

 𝐴𝑐 : コンクリートの面積(mm2)  
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しかし，この研究は 100MPa 以下のコンクリートを対

象とした研究結果であり，超高強度コンクリートの場合

の激しく生じる爆裂の影響は考慮されていないため，本

研究では Dotreppe の提案式に超高強度コンクリートの

爆裂特性と高温強度特性を適用するために熱伝導解析

を行った。熱伝導解析は有限要素解析プログラム Midas 

FEA を用い，コンクリート材料の熱特性値は EN 1992-1

-2:2004(E) で提案しているもの(含水率 3％)を適用した。 

爆裂が生じた柱断面の熱伝導解析は加熱時間 30 分に

平均爆裂深さを除いた縮小断面を用いた。コンクリート

の爆裂を考慮した縮小断面の熱伝導解析値と加熱実験

による柱の内部温度値を比較して図-10 に示す。熱伝導

解析値と内部温度測定値は非常に同様なことから，超高

強度コンクリートを用いた柱断面の熱伝導解析では平

均爆裂深さを削除した縮小断面を用いることが有効で

あると判断される。 

従って，本研究ではDotreppeから提案されている式（3）

と式（4）を 式（5）と式（6）のように修正し,適用した。 

 

修正した𝛽1 (t)と𝛽2 (t)を用い，式（1）から求めた加熱時間

による RC 柱の残存耐力の予測値と荷重載荷実験による

実験値を図-11に示す。加熱 3時間で式（1）による残存

耐力の計算値は 17,568kN となり，これは実際残存耐力

（25,000kN）の 70%程度と予測された。 

 

4. まとめ  

200MPa 級超高強度コンクリートを用いた RC 柱の耐

 

 
 

𝛽2(𝑡) = 1 −
0.9𝑡

𝑡2

> 0 

𝑡2 = 0.046(𝑐) + 0.11 

式(4) 

ここで, β2(t ) : 鉄筋の強度減少係数  

 C : 鉄筋のかぶり厚さ (mm) 

 

𝛽1(𝑡) =
1

√1 + (0.36𝐴𝑐 ∗ 𝑡)𝐴𝑐
−0.255

 
式(5) 

ここて，   β1(t ) : コンクリート部の強度減少係数  

 t : 加熱時間(時)  

 𝐴𝑐 : コンクリートの面積(mm2)  

 

𝛽2(𝑡) = 1 −
0.9𝑡

𝑡2

> 0 

𝑡2 = 0.046(𝑐 − ds) + 0.11 

式(6) 

ここて, β2(t ) : 鉄筋の強度減少係数  

 ｃ : 鉄筋のかぶり厚を(mm) 

 ds : 平均爆裂深(mm)  

 

 

 図－11 RC柱残存軸荷予測値と実験値の比較 
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図－10 断面形態による鉄筋コンクリート柱の内部温度比較 
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火性能と残存耐力を評価した結果，以下の知見が得られ

た。 

1) 超高強度コンクリートは供試体の加熱実験では有機

繊維の混入によって爆裂が抑制されたが，RC 柱では爆

裂が発生し，26％の断面損失が確認された。 

2) 超高強度コンクリートを用いたRC柱は爆裂が生じて

も 3時間の加熱試験中で設計耐力の 25%荷重に耐え，荷

重載荷実験による設計耐力の52%程度残存することが確

認できた。 

3) 材料特性と爆裂特性を考慮し，超高強度コンクリート

を用いた RC 柱の残存耐力を計算した結果，実際残存耐

力の 70%程度と予測できた。これは，材料実験と部材実

験間に生じる熱容量によるによる差と考えられ，今後正

確な予測のためにはこれらの現象について検討が必要

であると考えられる。 
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